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１ . は じ め に

未来に関して的碓な股望をもつことが，教育政策と教育実践の双方にとっ
て不可欠の要ｲﾉ|:である”しかし，その一方で，未来は本来不確定な性格を内
在しており，将来を予測することは著しく難しい。そのため，的確な展望の
ためには，未来fil ' lとその!ﾘ能性を検討し，最初に“望ましい未来”を想定
したこで，教育政策における戦略的選択は何かを認識するという手順を踏む
ことが肝要とされる(')。この場合の未来社会を予測する具体的ツールのひと
つとしては，人口ピラミッド、人口移動統計，人口予測などの人口統計が挙
がる(2)。これらの人ｎ統計から、経済活動，生活スタイルなど，未来社会の
多くの領域を推測しうる。
先進諸国の人口推移を見れば，おしなべて，出生率の低下に伴う人口減少，

長寿化により，将来的には，高齢者数が若年名数を|まわる少子高齢化の状
況が予測されている。このような少子高齢化は，第一に，モノやサービスを
生産し供給する「サプライサイド」の減少と，モノやサービスを購入し消費
する｢デマンドサイド｣の減少という二つの側面から経済に影響を与える(3)。
第二に，少了･商齢化は，年金，医療，介護等の社会保障支出の増大を招く。
たとえば,わが'11でも,侮年1兆円規模の社会保障の自然増が不可避とされ(41)9
社会的コストの哨火は自明である。つまり，少子高齢化は，明らかに国の未
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来として明るいシナリオではない。
教育政策策定にあっては、このような少子高齢化という外的要因を考慮し
つつ，費用と便益のバランスのもと，限られた教育費を最大限有効に使うこ
とが求められる。そのためには，教育・学習に付随する成果を含め，人々の
福利に対する配慮や，公平・社会的凝集性の達成などの目標に沿って適切に
配分されることが求められる(5)。このような観点から、少子高齢化において
生涯学習に期待されるのは，まず経済活動を維持するため．高齢者，女性，
外国人などのこれまで労働力ではなかった層への教育・訓練といった側面で
ある。そして'司時に，増加する高齢者が活き活きと生活することや，外国人
がその国に融合するなど、それぞれが個人的な福利を享受でき，医療や社会
サービス，あるいは秩序や治安面での社会の負担軽減につながる学習施策が
挙げられる。
本論文では，諸外国の事例として，主要先進諸国７ヶ国（カナダ，フラン
ス，ドイツ，イタリア，日本，英国，米国）を取り上げ，はじめに，それら
の圧|の人口動態を確認する。そして，このような人口動態と生涯学習の目的
との関連から，特に欧州での生涯学習施策としてどのような提言がなされて
いるかを踏まえ，生涯学習振興の必要性を考える。

2．主要先進国の人口動態

最初に，現在の人口構成を示す人口上°ラミッド，移民などの流入・流出を
表す人口移動統計，そして，統計的技術を用いた人口予測などに基づき，主
要先進諸国７ヶ回の人口動態を見てみたい。

( l ) 人 口増減
国連の統計によれば，世界全体の人口は,1987年に50億、1999年に60億

そして,2011年に70億と“約12年サイクルで10億人ずつ増加し，今後2050年
には95.5億人まで膨れあがることが予想されている(6)。2100年の人口上位
lOヶ国は，多い||頂から，インド，中国ナイジェリア，米国，インドネシア、
タンザニア，パキスタン，コンゴ，エチオピア，ウガンダと予測されてい
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る(7)。この予測によれば,2100年には，米国以外は，現在途上|到と呼ばれて
いるアフリカや東南・南アジア，南米の国々が人口上位国となる。

表ｌ主要先進国７ヶ国の人口推移
(千人）

出典:UniにdNations,"'bJ･〃ﾉﾜﾔﾘﾌ"ん"o"Ｐﾉ℃"Gc",7yle20ﾉ2Rel'"/()",〃堰ﾉ7/jg/i"α"d,4d"""
乃"",2()13から摘記。

lX l l主 I災先進国７ヶ国の人口推移類型
人口増加

開シ一米廟に
人口多人口少

毎『歴
人口減少

出典：筆省作成。

このような世界的人口推移の中で,主要先進国７ケ国の人口予測を見れば，
表ｌのとおりである。大別すれば，図１に示したとおり，第一に人口規模が
７ヶI刊のうち最も多く，かつ今後も増加が予測される米国（第一群)，第二に
人ll規模は州対的に小さいが，若干の増加が期待されるフランス，英国とカ
ナダ（第一僻)，第三に人II規模は様々であるが，人ｕ減少に向かうＨ本，ド
イツ，イタリア（第三群）となる。

1950年 2013年 2025年 2050年 2100年
第一群 米 国 157,813 320,051 350,626 400.853 462,070
第三群 英 国

フランス
カナダ

5０
１１
1３

６１６
８３２
737

６３
６４
３５

1３６
2９１
1８２

6７
6７
3９

２１０
967
1８５

7３
7３
1５

1３１
２１２
228

７７
7９
5０

1７５
059
882

第三群 日 本
ドイツ
イタリア

8２
7０
‘1６

1９９
０９４
367

1２７
８２
６Ｃ

1４４
727
990

123
8０
6１

256
869
335

１０８
7２
6０

329
566
()1５

5６
５４

､1７１

９０２
598

全 体 ２，５２５，７７９ 7，１６２ 1１９ 8，０８３，４１３ ９，５５()，９‘1５ 1０，８５３，８４９
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（２）高齢化
人口増減に伴う人口予測は，出生数，死亡数、出生率と平均寿命に規定さ

れる。一人の女性が一生に産む子供数の平均である出生率（合計特殊出生率）
をみれば，国連の2010-15年における予測では，第一群である米国では１.９７
人，第二群であるフランス1.98人，英国1.88人，カナダ1.70人，第三群であ
るドイツは1.42人，イタリアと日本が1.48人となっている。人口が減少しな
いための人口置換水準は2.1人とされているため,７ケ国のどの国の出生率に
あっても人ｎが減少していく数字である，
一方，平均寿命を見れば,2010-15年の予測では，第一群である米同は78.9
歳，第二畔であるフランスは81.7歳カナダ81.4歳英|1180.4歳，第三群で
ある'1本は83.5歳イタリア82.3歳ドイツ80.7歳であり(8)，どの国にあっ
ても，年々平均寿命は増加し，米国を除く６ケ国の平均寿命は2045-50年には
80歳前半，さらに、2095-2100年に90歳以上になると考えられている。この中
で,2100年に最も長寿が予測されている日本の平均寿命は,９４.２歳である。
以上のような少子化と長寿化により，主要先進諸国は一様に高齢化社会に
向かい，今後生産年齢人口が占める割合は，表２のとおり減少する。人口
が増加する第一群，第二群では，2050年にあっても生産年齢人口の大半を
占める15-59歳の年齢層は,相対的に減少するとはいえ，依然５割以上を維持
しうると予測されている。一方，人口が減少するとされる第三群のドイツ，
イタリア,ll本では，生産年齢人口は2050年には５割を削り込むことが予測
されている‘，
少子化は，低い合計特殊出生率が長期継続することによるものであるが，

少子化に伴う朴|対的な高齢層の増加は，家族政策や子育て支援などで出生率
を上げることでlril避しうる「避けられる高齢化」である。しかし，平均寿命
が伸び↑ベビーブーム世代が高齢化することで生じる高齢層の増加は，「避け
られない高齢化」となる(9)。先進諸国の多くでは，「避けられる高齢化」への
政策対応は可能としても，全体としては，「避けられない高齢化」により，生
産年齢人口(15-64歳）に対する高齢人口の占める割合は，年々高くなる。「避
けられない高齢化」の要因としての長寿化は，医療技術の進展に伴う必然的
結果である。長寿化により，今後，退職後に過ごす時間がより長く続く者が増
え,医療や社会サービスを消費する層が相対的に拡大することが想定される。
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表２主要７ケ国の人口ピラミッド(中位予測）
(％）

国 名 恥一峠一蝿一榊一》｜峠一》｜》｜》｜峠一癖一岬一“｜恥一》｜蹄一噸一峠峠一斗呼一峠一壁一岬一蝿一恥》｜幟一》

2013年
19.5
６０．７
１９．７
３．７
１７．６
５９．２
２３．２
４．８
１８．２
５７．７
２４．１
５．７
１６．４
６２．３
２１．２
４．１
１３．１
５４．６
３２．３
７．３
１３．１
５９．８
２７．１
５．４
１４．１
５８．８
２７．２
６．４

》岬一祁一加一泗幟一班一和一娠一伽一郵一抑一ｍ一睡一郵一獅師｜蝿一“｜獅唖一睡一細一郵岬一岬一州一知一蹄

》一吋一弧一嘩一“一脚一岬一睡一岬一恥一郷一翻一岬一陣岬一郷岬一脈一岬一山叫一岬一岬一煙岬一岨一岬繩一咄

師-IW 米１m

第２酢 英 倒

フランス

カナダ

鯆三聯 日 本

ドイツ

イタリア

出典？UniledNations,〃′bﾉ･〃P叩"わ"o〃Ｐﾉ℃""MF,７yle20ﾉ２Rev"o",〃垣ﾙﾉ煙ﾙ鮒α"ぬ1"1'α"“
７b6/a.2013.から摘記。

（３）移民による補充
前述のとおり，主要先進諸国の出生率はいずれも人口置換水準を下回って

おり，人口減少と少子高齢化は,主要先進国共通の現象として存在している。
それでも，第一群，第二群で人口増加が認められるのは，外からの人口流入
があるからであり，先進諸国での人口増加の最大要因は，移民である。
｜茨l内への人口流入を考える場合，一時的往来である短期滞在者である「フ
ロー」と，移民として長期滞在する「ストック」を分けて計測する必要があ
る('0)。表３では，より定住が推測されるものとして,OECD(経済開発協力
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機構)が実施する｢乍徒の学習到達度調査｣(ProgrammefbrlnternationalStudcnt
Asscssment､PISA)の2009年データで，移民である「ストック」を推測するこ
とにする《，この洲査は,15歳生徒を対象とし，層化二段抽朋法により対象校
を選定しており,統計学的に母集団を推計しうるサンプリングとなっている。
この調査での主要先進諸国における移民の子供が占める割合は，カナダ

24.4％，米国19.5%,ドイツl7.5%,フランス13.1%,英国lO.6%,イタリ
ア5.5％の順であり‘日本は0.3％である。この数字によれば、カナダは４人
に一人，米国は５人に一人，ドイツは６人に一人が移民の子供ということが
推測される。
このような移民の子供を抱えるそれぞれの国の背景を考えてみれば，人口

増加が予測されている第一群の米国は，元来移民によって形成された移民国
家であり，今後も最大の移民受入国であり続けると思われる。第二群のカナ
ダは，人'1墹加のために積極的に移民を受け入れており，また，英I剛，フラ
ンスは，かつての植民地からの移民が多く流入した国である。一方,2100年
に人l｣減少が予想されている第三群の日本，ドイツ、イタリアは，第一僻や
第二群と異なり、移民の受入れ数が相対的に少ないといえる。

表３主要先進諸国における移民の割合
(％）

*2011年の数字
出典:OECD,〃"e",α"o"αﾉﾊ“口"o"Q"んok20ﾉj,2013.

OECD,PIS/12009R""/心Owrco"""gSocm/"""ro""d,201()

このうち，ドイツは，表３０ECD「生徒の学習到達度調査」(PISA2009)「主
要先進諸lilにおける移民の割合」での数字を見ると，移民の子供のlliめる削
合が17.5%となっており，かなりの数の移民の子供が存在することが推察さ

国 名 国外出生者の
割合

全人口中に占める
移民の割合＊

OECD「生徒の学習到達度調査」
(PISA2OO9)に移民の子供が占める
割合

第一群 米’五１ 1３．０ 0．３４ 1９．５
第二群 英 国

フランス
カナダ

1２．０
1１．６
2０．１

０
０
０

5２
3３
7２

1０．６
1３．１
2.1.4

第三鮮 日 本
ﾄイツ
イタリア

1３．１
9.0

０
０
０

０５
3６
5２

0.3
17.5
5.5
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れる･
ドイツでは,1950年代に非熟練労働者や準熟練労働者の国内滞要が高まり，

l955年から二国間協定により，トルコなどに代表される外|KI人労働者を労働
力として受け入れたが,1973年に，原則，外国人労働者としての移民の受け
入れは停止している('')。このことが，一定数の移民の子供の存在と2100年ま
での人口推移において，ドイツの人口減少が予測される理由である。国連が
実施した「人口維持のための移民受け入れ」のモデル試算によれば，生産年
齢人口に対する高齢者比率を現状のまま維持するには，ドイツでは年間約340
万人の移民の受け入れが必要であり，また,1995年から2050年までの間に，
現在の２係に相当する約l,900万人の移民の受け入れが不''I欠とされている(l2)｡
一方，イタリアは，他の西欧諸国と異なり，かつては構造的に失業者が多

かった南部を中心に，ドイツやフランスなどへ，出稼ぎ労働者としての移民
を送り出す側の国であった｡1960年以降の経済発展から,国外への移民から，
工業化が進んだ北部への国内労働力移動へと徐々に変化し,l到外への移民は
減少した。イタリアでは，介護や福祉などの単純労働に対する外国人労働者
の需要が大きく，移民政策への展望なき中，外国からの不法就労者が流入す
ることになった。そのため，今後，人口減少にあっても移民の増大に対する
犯罪や社会秩序の乱れなどの懸念が強い(13)。
このように，主要先進諸国に見られる人口動態の共通点は，少子高齢化に

伴う生産年齢人口の相対的減少であり、将来予測における人II哨減を左右す
る要因は，移民を積極的に受け入れるか否かの相違にある。いずれにせよ，
就労移民は，一定時間の後，家族を呼び寄せ，定住の様相を見せるため，次
第に自国民と移民が混合し,民族的,文化的に多様な構成を持つ社会となる。
そのため，人口増加を移民に依存する国にあっては，移民との融合政策が求
められ，その共生が大きな課題となっている。

3．人口動態に対応する生涯学習振興の方向性

以上の人ｎ動態を蹄まえ，今後，生涯学習施策に一屑求められることは，
主に次の三つと考えられる。つまり，第一は，生産年齢人IIの相対的減少か
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ら，国としての経済生産性の維持のため、高齢者や女性などへの雇用・就労
支援のための教育・計||練を行うこと，第二は，高齢者数の増加に対し，医療・
社会サービスの負担加重にならないようにするための生きがい･健康づくり，
第三は，移民に対する融合政策として，語学や市民性教育の実施である。

( l )雁川・就労支援
自由経済の発展は、15-64歳にあたる生産年齢人|1,いわゆる若い人口は

常に増え続けるという前提にあり(1･1),人口増加と国民総生産(GDP)の伸び
との相関は明らかである。たとえば，表４のとおり、わが同にあっても、生
産年齢人口が増加する1990年代半ばまで国民総生産(GDP)は増加したが，
その後人口減少に伴い経済成長は鈍化しており，今後の経済発展は困難な状
況が予測されている。たとえば，わが国の国土審議会政策部会「国土の長期
展望」によれば，生産年齢人口の大幅な減少で2050年までに国民の総仕事時
間は約40％減少するとされる('3)。そのため，今後の日本の労働政策として，
性・年齢を問わず能力発揮できる就労環境の整備，高度な能力を持つ人材の
育成，労働市場のマッチング効率の向上などが挙げられている(16)o

表．１日本における人｢1と国民総4ﾐ産の伸び

出典：厚生労働省「労働市場分析レポート」第12号。

生涯にわたって雇用可能性を維持するためには．生涯にわたる学習と継続
的な能ﾉﾉ開発が，社会，個人，そして組織的に必要とされる。このことが，
主要先進諸国で生涯学習を政策的に推進する第一義的目的となりつつある”
たとえば，欧州連合諸国('7)では，欧州全体に早期引退の文化が存在すること
もあり，これまで経済不況や若年層の失業率対策のために，早期退職促進プ
ログラムが政策的に推進されてきた。しかし,'III-期退職によってもたらされ
る労働ﾉﾉの減少が，必ずしも若年暦の雇州lの州加に結び付かず，このような
プログラムが若年失業率の改善策として有効ではないことが明らかにされる

人口の伸び(ツ） 国民総生産の伸び(咄）
1970-80年 1０．２ ５，１．３
1980-90年 ９．２ ５７．３
1990-2000年 0.3 1１．９
2000-10年 ▼５．４ 7.9
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に至った。そのため，社会の活性化や社会保障制度の受益者の減少による財
政負担の軽減などを目的として政策が転換され，熟練労働力への需給ミス
マッチを埋めるための教育・計||練が求められるようになっている('8)。このこ
とが，高齢化する労働者に対する新しいスキル獲得や，成人対象の再訂'|練と
再学習の需要につながっている。
欧州連合では，従来から，経済危機と人口動態の変化により，成人学習と
生涯学習の重要性が強調されてきた。そこで言及されているのは、次の二点
である。第一に，経済危機の結果，高齢労働者，特に低熟練高齢労働者で失
業の増加が見られたこと，年金受給額の減少と年金受給権者の増加が退職を
延長する高齢労働者を生み出していること，これらのことから高齢労働者が
雇用され続け，生産性を維持するには，新しい技能を身に付けることや技能
を向上させることが求められる。第二に，人口動態の変化により、新しく労
働市場に参入する者よりも，退職者数が上回り，徐々に労働人口が縮小して
いくことが予兄されている〃また，働かない高齢者数が増加することで，医
療や社会サービスへのしわ寄せがいくⅧそのため，｜吹州連合では,199()ｲﾄ代
後半以降，「活ﾉJある高齢化」(activeaging)を政策目標とし(I9),高齢者に対
して都合のよい時間に好きな場所で学習するプログラム(30)を検討し，継続的
な訓練機会の提供が試みられるようになってきている。欧州連合が設定する
教育･訓練ワークプログラム(EducationandTiaining2020WorkProgramme)は，
変化に応じた生涯学習と制度設計Ⅲそして雇用維持と積極的社会参力llのため
絶えず更新されるべきスキルやコンヒ。テンシーを提唱する。このプログラム
によれば，欧州連合の主な構想として，生涯学習の確立と，対象者を限定し
たアプローチを通じ，高齢労働荷などのグループごとの需要に応じるといっ
た課題が認識されている(2')。

（２）生きがいと健康
高齢者の増加は，医療と社会サービス支出のコストを増大させる。OECD

の医療関連データによれば，公的医療支出は,2000年から2009年にかけて毎
年平均５％増加したが,その後政府財政の悪化から2010年,2011年では,０.５%
の伸びに留まっている(２2)｡I避けられない高齢化」の現状では，膨れ_l.苫がる
公的医療支出はできるだけ削減せざるを得ない”この公的医療支州の削減の
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ためには，健康で社会参加でき，自立できる高齢者の増加が望まれる。学習
は，社会参加の一形態であり,11,'il人的充足感に大きな役割を果たし，身体的
にも精ﾈI|!的にも，高齢者の健康に寄与するとされる(23)。学習経験と健康には
相関があり(2‘!)，政策介入による学習投資が医療支出などの社会サービスのコ
ストを抑制すると想定されるため(25)，生涯学習振興は，医療と社会サービス
支出の抑制に大きな可能性を持つ。
しかし，生涯学習の受益者の属性を見れば,著しく偏りがある。たとえば、

フランスのトウールーズ大学から始まり，世界に広がった定年退職後の年齢
層を対象にした第二世代大学(TheUniversityoftheThirdAgc)(26)は，高齢者
向けの非常に優れた学習機会提供の活動であるが，学習者，教員，その他関
係者の多くは女性であり，社会経済的に恵まれた層との調査結果がある。そ
のため，あらゆる階層や属性の高齢者が平等に学習に参加しうるよう，高齢
者に対するキャリアや学習に関するガイダンス制度の確立、学習への動機づ
けなどの支援が必要とされている(27)。
このように，高齢者に学習が必要とされるのは，雇用維持の観点からだけ

でなく，退職準備や自立を維持するためでもある(28)。退職準備や自立のため
の学課として高齢者のためのカリキュラム開発が重要である。具体的な例と
して，金銭・財務的リテラシー，健康のリテラシー，情報コミュニケーショ
ン技術(ICT)}市民性，介護などの学習課題が挙がっている(29)。しかし，現
実に各国の状況を見れば，高齢者に対する継続的職業訓練やカリキュラム開
発は手薄であり(30)，今後の展開が期待される状況である。

（３）文化的融合
どの国にあっても，自国民の雁用確保を優先しつつ，自国の経済成長に寄

与する高度人材の受入れは積極的であるが，その受け入れた外国人をいかに
社会に融合させるかが課題となる(3')．ドイツでは,移民政策の諮問委員会が，
新規移民に対する研修，移民の子供の幼稚園教育，移民の配偶者等を対象と
するドイツ語コース，学校教育での第二言語としてのドイツ語教育などを提
言している(32)。移民の融合教育は，米国での英語教育や公民教育，英国の市
民性教育など，語学の習得と社会ルールの教授が主な内容となっており，移
民の市民性の育成と社会の凝集性が課題であることがわかる。
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実際には，介繼や低賃金単純労働に対する外I同人労働省･への需要が高いに
もかかわらず，医療・社会保障，教育，地域社会への影響や治安などの観点
から，移民の受入れが厳格化される傾向があり，また、学歴や資格を有する
者を選択的に受け入れる人材獲得競争が世界的に生じている(33)。フランスな
どでは，目I剛経済が必要とする第三国のエリートといった，望ましいと選択
された移民の優遇が行われている(郷)、このような移民の学歴や資格は，適正
に認定されることが必要であるが，移民の保有する資格が正当に評価されな
いことも多い。たとえば，欧１､|､ll5ヶ国の移民を対象にしたI淵査によれば，就
労している移民の25-33％が.保有している資格に見合わない仕事に就いてお
り，自国で得た資格が制度的に認められる場合でも，本人が認定を希望する
ことは少ない。また，移民のうち生産年齢人口に相当する肘は，より多くの
3111練を希望していることが明らかにされている(35)。
移民の融合という観点から,生涯学習は,移民の就労に対する教育･訓練，
市民性穫得，語学習得など，正規の学校教育とは異なる場と機会を提供する
ことが，今後一暦期待されるのである。

４．生涯学習の重要性

このような少子高齢化の人口動態の変化や生涯学習振興の方向性を踏ま
え、あらためて，生涯学習の目的を考えてみたい。
学習は，仕事，家庭，社会生活などの各領域（ライフワイド）で，生まれ
てから死ぬまでの生涯にわたって（ライフロング）行われるものである(36)。
このような人生の全体を覆う学習活動の目的について、マクネア(Stephen
McNair)は，『人｢1動態と生涯学習」(DemographyandLifblongLcaming)(37)
で，個人的目的と社会的目的に分類し，生涯学習の目的を次のとおり論じて
いる。

( l )生涯学習の個人的I I的
個人の学習のﾉ悲本的目的と必要性は，アイデンティティ資本，人的資本，
社会関係資本の三つの資本の蓄積にある。学料を通じてこれらの二つの資本
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は’経済生産性，文化的伝達，社会的凝集性といった社会的目的と関わるも
のである。
①アイデンティティ資本(identitycapital)
アイデンティティ資本のための学習は．人生の意義や目的，自尊感情やア

イデンティティを維持する能力の獲得が目的となる。
自己概念、自信，自分の人生のコントロール,他者との関わり合いに関し，

自己に関する資本は，人生選択やその実現に大きな意味を持ち，学習は、市
民家族の一員などの様々なアイデンティティの確立のために効果的に作用
する。この資本は概念的ではあるが，成人学習の多くが自己の内宵を介した
活動であり，アイデンティティ資本を蓄積するための学習は，人々の充足感
や精神の維持に関連している。経済危機などで人々のアイデンティティや人
生の意味を問いI白:すような，劇的な社会的変化が起こる現代社会に生きる
人々にとって，アイデンティティ資本の蓄積のための生涯学習を政策的に推
進する王ll!由は,{l,'il人の人生を充実し，精神的．|炎1体的に健康でありうるため
の，メンタルヘルスの向上にある。学習は，生きる目的や意味づけを与える
ものである。最後まで自立した生活を維持するための学習は，これまで配慮
されることは少なかったが，身体的，知的学習が，生活の質，健康や活動性
の向上に明確な便益があることは明らかにされている。
この資本のための学習は，高齢者に直接的な経済便益をもたらさないとさ

れるが,医療,介謹などの社会サービス費用の軽減につながるとされている。
②人的資本(humancapital)
人的資本とは，「個人的，社会的および経済的な福利の想像を送信する，個々
人に具現化した知識技能，コンピテンシーおよび属性」と定義される(38)。
学習は，人々の資質・能力を高め，社会の経済的生産性に直接を及ぼす。
学習を通じ，人は，経済活動への参加のための知識，スキルを獲得する。
人的資本を獲得するための学習は，継続的で満足する雇用を得，雇用を維

持するために必要とされるスキルや知識の開発が目的とされる。この点にお
ける生流学洲振興は,生産性のIi'l上や職業満足度を上げるために実施される。
この目的のためには，適切なキャリア・アドバイスなどの年齢に応じた労働
市場参人のための支援，継続的なエンプロイアビリティ，スキルや態度を身
に付けさせる職業訂||練プログラムが必要となる。目まぐるしい技術変化，グ
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ローバル化する市場や人口移動の中で，目的，スキル需要、知識基轆はたえ
ず変化する､労働市場は定年延長や高齢者の増加により，なお一層複雑になっ
ていく可能性がある。人的資本獲得のための生涯学習は，そのような変化に
対応し，仕事を中断してもまた仕事に戻ることを可能にする継続的なエンプ
ロイアビリティや，自発的に働きたい人々の学習ニーズを理解した上での支
援が重要となる。ここでの学習は，明確に職業上必要な学習やインフォーマ
ルな職場の学習による，経済活動に貞献しうる個人的能力の獲得が目的とな
る。
③社会関係資本(socialcapital)
社会関係資本とは，「集団内または集団間の協力を促進する規範，価値観
および理解の共有を備えたネットワーク」と定義される(39)。
人々の地域間移動が激しくなる中で、コミュニティの創出は難しい課題で
ある。多様性や変化の中で，共有の価値や文化への関与により，信頼性と充
足感が高いコミュニティの創出が，社会サービスを代替する機能を持つ。
度重なる離婚，再婚，複数の家族構成などの複雑な家族状況や高齢者枇代
の介護責任の増大，独居高齢者の増加など，社会の変化に対し，政策的な積
極的関与が必要とされるであろう。たとえば，移民などの多様な人々を包括
し，広く一般的な学習機会の公的提供や，移民や移住者を融合するための文
化や価値観の浸透そして言語を早い段階で学ぶことができる機会の確保も
望まれる。
生涯学習の場と機会にあっては，他者との学習に従事することで，他者と
ともにコミュニティの積極的なメンバーとして生活していく能力が獲得され
る。

（２）生涯学習の社会的目的
生涯学習の社会的目的は，社会が正常に機能するのに必要な経済生産性，
知識・スキル・文化の共有，社会的凝集性に求められる。
①経済生産性
国際競争と変化する人口動態により，経済生産性を上げることに対する社
会的圧力があり，これからの人々は、スキルや知識を最大限に活用し，経済
活動に従事する職業人としての経済的役割と，家庭人，介護者、市民などの
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非経済的な役割を両立しうる柔軟な生産的労働力であることが期待される。
そのため，それぞれのライフステージに応じたスキル向上や維持のよりよい
学習方法を見つけることが重要となる，
②知識スキル，文化の共有
世代間，集団間の文化的知識や経験，知識・スキル・｛llli値を伝達するため

には，強固な知識共有体が必要である。社会や職場での知識や知恵の世代を
超えた伝達は，生涯学習を通じて可能となる。このように，生産年齢人口の
減少に直面する国々は，経済を維持するための熟練スキル基盤の維持や，世
代間の知識やスキル移転が政策課題となる('0)。
③社会的凝集性
市民としての安全と安定を維持する必要から，社会の信頼性や個人の充足

感が向上することは，コミュニティの安定をもたらす。そのため，社会的凝
集性のための生涯学習は，個人の生涯学習の目的とともに重要となる。

（３）変化にあって求められる視点
ライフコース途上の移行期では,学習のタイミング,経済的,社会生活的，

個人的，社会的目的といった，それぞれのための学習のバランスをとること
や，新しい，あるいは増大する学習ニーズに対する学習内容の検討が求めら
れる。生涯学習振興にあっては，必要とされる学習を，必要な時に実施でき
る機会を提供することが望まれる。そのため、人生を0-25歳25-50歳50-75
歳，７５歳以上の四つの段階に分けて学習ニーズを考慮する必要があり，それ
ぞれの時期に応じる学習の個人的意味づけや社会的関わり方が想定されなけ
ればならない。労働市場への参入時期(16歳から70歳以上まで）の学習ニー
ズ、定年退職に備えた人生途上の振り返り，50-75歳の人々のアイデンテイ
テイの確立と活動的な定年後の生活を過ごすための生産的な役割の発兄７５
歳以上のアイデンティティ，健康,社会的な関わり合い,充足感の維持といっ
た年代ごとの課題とともに，市民性，移住や移動といった観点からの生涯学
習のあり方の検討が求められる。そのため，マクネアの『人口動態と生涯学
習』では，生涯学習の施策としては，アイデンティティ資本、人的資本，社
会関係資本のすべてに関わる人生全体を通じた適切で身近に利用できるキャ
リア・アドバイス，人々が集い学習する場として魅力的で利用しやすい学習
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の立地，政策・実践・リソースの密接な統合，より実態に即したライフコー
スである16-25歳25-50歳,50-75歳,７５歳以上のllLIつの年齢ごとのモニタリ
ングが，具体的な提言として挙げられている。

５．少子高齢化社会における生涯学習振興の意義

以上，主要先進諸国の人口動態や，共通に直面する少子高齢化の現状から，
欧州での生涯学習施策の提言例，並びにﾉt涯学習の、的を確認してきた。最
後に，人口統計が予測する少子高齢化にあって、生涯学習の成果（アウトカ
ム）として予測されることをまとめ，高齢化社会における生涯学習振興の意
義を述べたい。

(1)学習の成果（アウトカム）
学習や教育が政策的投資の対象となるには，公共的財源の競争的獲得が重
要となる。教育投資の根拠（エビデンス）として，費用対効果が明らかな生
涯学習の成果（アウトカム）を提示されることが望ましい。
OECDによれば，学習の成果（アウトカム）は，表５のとおり，金銭的成

果と非金銭的成果に大別され，さらにそれぞれが個人と公共の成果に分類さ
れる。この成果の分類は，独立するものではなく相瓦にかかわり合い，たと
えば，健康についてみれば，個人の金銭的利益は健康状態の改善という個人
の非金銭的利益に至る場合もあり，さらにヘルスケアに対する公的支出の削
減という公共の金銭的利益に至る可能性がある。
この表に示されるように，学習による健康上の利点として定量できること
としては、事故の減少，暴力・虐待の減少，病気の減少，公衆衛生全体の改
善が挙げられており、良好な健康から，その他，生産性li'1上の可能性，病気
や早死になどにより失われる労働日数の減少，個人のヘルスケア・コストの
軽減など，教育によって公的ヘルスケア・コストの削減が示唆される(‘I')。
健康のみならず，あらゆる年齢屑で，学習は，社会的凝集性と個人的充足
感の維持に唄要な役將'lを果たしていることはlﾘlらかとされる(･12)Lこの観点か
ら，高齢化と人口減少の中で，仙人としては生活水準の維持，そして社会的
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表５学習の経済的・社会的成果の可能性

州典:OECD教育研究革新センター編（教育テスト研究センター(CRET)監訳）『学習
の社会的成果一健康、市民・社会関係資本』明石書店,2008,p.67.

には国際競争力を保持するため，継続的で生涯にわたる能力開発は必須にな
り，学校教育を超えた教育・計||練への需要が贈大する。このことから，生涯
学習に関わる事業は,これからの社会における成長産業と目されるのである。

（２）高齢化社会における生涯学習振興の意義
人口動態と生涯学習に係る政策的な文書は，押しなべて活力ある高齢化に
関するものであり，高齢化の国家戦略と行動計画の中に学習を位置づけ，高
齢者の学習ニーズを受けた具体的な施策を検討することを求める。そのため
の施策として，高齢省の学習の動機づけや，キャリアや学習のガイダンスな
どをコーディネートする制度の確立や高齢者の教育．訂||練への予算措置が
挙がっている(‘13)。
悲嘆，孤立，社会的疎外は，病気孤独，そして死のリスクを高めること
は明らかであり，健全な社会的関係性は，健康にプラスの影響がある(側)。社
会的に関わりを持つことで，社会資本が蓄積され，充足感健康安全民
主制や経済的，人的資本に対する集合的なアウトカムの達成が促される(１５)。
わが国でも，一人暮らしといわれる単独世帯が増加し,2050年には高齢者単
独世帯が５割を超え，特に東京圏や名古屋圏での増加が予測されている(46)。
高齢者の生涯学習やボランティアのための機会の増加やコミュニティへの最
適な形での参加を可能とする政策を通じて，高齢者の社会的関与を強化する
機会の提供が高齢者の増加によって，いっそう重要となるであろう('7)。
少子高齢化の現状にあっては、これまで述べてきたように，高齢層への生

涯学習振興施策があらためて問われる。少子化に伴って，教育や学習の領域

個人の成果 公共の成果
金銭的成果 収益，所得，富，生産性 税収

社会移転コスト
’、ルスケア・コスト

非金銭的成果 健康状態
能活への満足

社会的凝集性
信頼
良く機能する民主主義
政治的安定
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で学校教育の占める割合は相対的に低くなり，反対に生涯学習振興は，より
重要視されていくことになろう。高齢者が，学習を通じて，自立した人生を
送り，充足した日々を過ごすことで，精神的・肉体的に健康で生活の質が向
ｋすれば，社会的コストの抑制につながる（このことが，生涯学習への教育
投資の根拠となる。生涯学習研究に求められるものは，このような生涯学習
の便益を社会的全体像から実証的データで裏づけることである。学習が人々
の福利となり，社会的コストの抑制という点で，学習の持つ社会的成果が明
らかになれば，生涯学習の持つ政策的意義はより自明となるであろう。
生涯学習振興は，生涯学習の成果が実証され，より有効な政策介入が提示
されて，初めて口I能になるハ欧州連合やその他の国にあっても，人口推移に
基づく．少了･高齢化という避けられない未来ｒ測にあって,生涯学習振興はり
人とつながり，健康で生き生きと過ごすために，今後増加する高齢者層に対・
する要（かなめ）とされる施策である,今後は，わが国にあっても、欧ｊ､|､|や
その他の先進諦同と同様｝商齢者の学習の成果(アウトカム）を明らかにし，
生涯学習施策が，より大きな社会的かつ，長期的展望のもと，立案・推進さ
れることが期待されるのである。
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